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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第１四半期
連結累計期間

第10期
第１四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自2021年２月１日
至2021年４月30日

自2022年２月１日
至2022年４月30日

自2021年２月１日
至2022年１月31日

売上高 （千円） 2,657,216 2,555,064 10,340,983

経常利益 （千円） 161,601 78,043 1,145,809

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 94,969 24,754 647,479

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 38,641 62,598 646,013

純資産額 （千円） 6,346,381 6,646,854 6,983,753

総資産額 （千円） 13,242,593 13,438,868 12,906,892

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 9.43 2.48 64.90

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 8.94 2.36 61.63

自己資本比率 （％） 47.9 49.4 54.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指数等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。
 

（１）財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい状況が緩和さ

れる中で、持ち直しの動きがみられております。今後の先行きについては、国際情勢による内外経済への影響、供

給面での制約や原材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要があり、依然として不透明な状況が続い

ております。

このような状況のもと、当社グループは当年度より中期経営計画（2023年１月期～2025年１月期）をスタートい

たしました。中期経営計画に基づく定量目標として、2025年１月期は売上高12,000百万円、営業利益1,900百万

円、営業利益率15.8％の達成を目指してまいります。

不動産管理会社の利便性と収益性の向上を図ることを目的として、デジタル化の進んでいない小規模の管理会社

向けに、契約管理システム「CasaWEB」の機能強化や管理会社の業務手間となる空室期間の通電の開始・停止手続

きに関する業務手間を軽減するサービス「ラク電」をリリースいたしました。

また、大家さんの賃貸経営を支援するWEBツール「家主ダイレクトWEB」をリリースいたしました。これにより、

保証申込や契約手続きをはじめ、家賃の送金明細の確認や変更・解約手続き、建物清掃管理の申込をWEB上で行う

ことが可能となります。

新規契約件数は、前年同期比101.2％の35,127件となりましたが、売上高を期間按分しているため、前期に代理

店の採算性を見直したことによる契約件数の減少が影響して減収となりました。保有契約件数は、571,414件と前

連結会計年度末に比べ5,215件増加いたしました。

なお、家賃の滞納発生率は想定内で推移し、回収率も適切な水準を保っているため、新たな求償債権の発生額は

想定を下回っております。

養育費保証事業においては、養育費の未払い防止に向け自治体が対策を打ち出すなか、引き続き自治体へのアプ

ローチ、オウンドメディア「ママスマ」の運営、積極的なセミナーの開催などにより、その認知度向上に努めまし

た。

 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,555,064千円（前年同期比3.8％減）、営業利益は45,059

千円（前年同期比66.4％減）、経常利益は78,043千円（前年同期比51.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は24,754千円（前年同期比73.9％減）となりました。

なお、のれん償却額72,008千円を販売費及び一般管理費に計上しております。

※当社グループの報告セグメントは家賃債務保証事業のみであり、他のセグメントの重要性が乏しいため、セグメ

ントごとに記載しておりません。

 

② 財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて531,975千円増加し、13,438,868

千円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて445,046千円増加し、6,053,529千円となりました。これは主に、未収入

金が568,012千円増加した一方で、貸倒引当金が105,444千円増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて86,929千円増加し、7,385,338千円となりました。これは主に、繰延税

金資産が96,488千円増加したことによるものであります。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて868,874千円増加し、6,792,013千

円となりました。

これは主に、流動負債のその他に含まれる預り金が234,187千円、契約負債（前連結会計年度末は前受金）が

357,681千円増加したことによるものであります。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて336,899千円減少し、6,646,854

千円となりました。

これは主に、利益剰余金が親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により24,754千円増加した一方で、剰余金

の配当により301,498千円減少したこと、また、自己株式を99,968千円取得したことによるものであります。
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（２）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
 
（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は6,250千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年６月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,204,100 11,204,100
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 11,204,100 11,204,100 － －

（注）　当社は東京証券取引所市場第一部に上場しておりましたが、2022年４月４日付けの東京証券取引所の市場区分

の見直しに伴い、同日以降の上場金融商品取引所名は東京証券取引所プライム市場となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年２月１日～

2022年４月30日
1,400 11,204,100 985 1,583,128 985 1,583,128

（注）　新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2022年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,152,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,042,700 100,427 －

単元未満株式 普通株式 7,300 － －

発行済株式総数  11,202,700 － －

総株主の議決権  － 100,427 －

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

２．当第１四半期会計期間における新株予約権の行使により、当第１四半期会計期間末における発行済株式総数

は1,400株増加し、11,204,100株となっております。

 

②【自己株式等】

    2022年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社Casa
東京都新宿区西新宿

二丁目６番１号
1,152,700 － 1,152,700 10.29

計 － 1,152,700 － 1,152,700 10.29

（注）　2022年３月10日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期会計期間において自己株式125,600株を取得して

おります。この結果、当第１四半期会計期間末日における自己株式数は1,278,300株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年２月１日から2022

年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年２月１日から2022年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、あかり監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2022年１月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年４月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,416,174 2,348,130

売掛金 1,275,383 －

売掛金及び契約資産 － 1,351,574

求償債権 3,909,847 3,862,762

未収入金 676,420 1,244,433

その他 156,469 177,885

貸倒引当金 △2,825,813 △2,931,258

流動資産合計 5,608,483 6,053,529

固定資産   

有形固定資産 67,398 62,089

無形固定資産   

のれん 3,179,643 3,107,634

その他 867,323 886,265

無形固定資産合計 4,046,966 3,993,900

投資その他の資産   

繰延税金資産 2,408,009 2,504,497

その他 776,034 824,851

投資その他の資産合計 3,184,044 3,329,348

固定資産合計 7,298,409 7,385,338

資産合計 12,906,892 13,438,868

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入金 12,000 13,000

未払法人税等 85,877 177,169

前受金 4,466,657 －

契約負債 － 4,824,338

賞与引当金 130,095 206,685

債務保証損失引当金 122,708 124,253

その他 1,058,514 1,402,661

流動負債合計 5,875,851 6,748,107

固定負債   

長期借入金 45,000 42,000

その他 2,286 1,905

固定負債合計 47,286 43,905

負債合計 5,923,138 6,792,013

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,582,142 1,583,128

資本剰余金 1,582,142 1,583,128

利益剰余金 5,200,798 4,924,054

自己株式 △1,350,347 △1,450,316

株主資本合計 7,014,736 6,639,994

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △33,483 4,360

その他の包括利益累計額合計 △33,483 4,360

新株予約権 2,500 2,499

純資産合計 6,983,753 6,646,854

負債純資産合計 12,906,892 13,438,868
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2021年２月１日
　至　2021年４月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年２月１日
　至　2022年４月30日)

売上高 2,657,216 2,555,064

売上原価 1,275,069 1,226,714

売上総利益 1,382,146 1,328,350

販売費及び一般管理費 1,248,141 1,283,290

営業利益 134,005 45,059

営業外収益   

受取利息 21 18

償却債権取立益 18,989 28,371

補助金収入 3,300 4,033

受取保険金 10,000 －

その他 870 1,534

営業外収益合計 33,182 33,958

営業外費用   

支払利息 － 114

支払手数料 1,109 859

特別調査費用 4,476 －

営業外費用合計 5,585 974

経常利益 161,601 78,043

税金等調整前四半期純利益 161,601 78,043

法人税、住民税及び事業税 228,743 162,070

法人税等調整額 △162,112 △108,781

法人税等合計 66,631 53,289

四半期純利益 94,969 24,754

親会社株主に帰属する四半期純利益 94,969 24,754
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2021年２月１日
　至　2021年４月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年２月１日
　至　2022年４月30日)

四半期純利益 94,969 24,754

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56,328 37,843

その他の包括利益合計 △56,328 37,843

四半期包括利益 38,641 62,598

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 38,641 62,598

 

EDINET提出書類

株式会社Ｃａｓａ(E33485)

四半期報告書

10/16



【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ておりますが、当第１四半期連結会計期間の利益剰余金の期首残高へ与える影響はありません。また、当第１

四半期連結累計期間の損益に与える影響もありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、また、「流動負

債」に表示していた「前受金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしま

した。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな

表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会

計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸

表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する会計上の

見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務
賃料保証による保証債務(家賃の２ヶ月分相当額）は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年１月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年４月30日）

賃料保証による保証債務相当額 89,097,443千円 90,219,057千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2021年２月１日
至 2021年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年２月１日
至 2022年４月30日）

減価償却費 15,726千円 18,253千円

のれんの償却額 65,475千円 72,008千円
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（株主資本等関係）

　前第１四半期連結累計期間（自　2021年２月１日　至　2021年４月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年４月22日

定時株主総会
普通株式 304,057 30.00 2021年１月31日 2021年４月23日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2021年３月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式205,300株の取得を行いました。この結

果、当第１四半期連結累計期間において自己株式が199,932千円増加し、当第１四半期連結会計期間末におい

て自己株式が1,350,347千円となっております。

 

　当第１四半期連結累計期間（自　2022年２月１日　至　2022年４月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年４月27日

定時株主総会
普通株式 301,498 30.00 2022年１月31日 2022年４月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年３月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式125,600株の取得を行いました。この結

果、当第１四半期連結累計期間において自己株式が99,968千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において

自己株式が1,450,316千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　2021年２月１日　至　2021年４月30日）

当社グループの報告セグメントは家賃債務保証事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しい

ため、記載を省略しております。

 

　当第１四半期連結累計期間（自　2022年２月１日　至　2022年４月30日）

当社グループの報告セグメントは家賃債務保証事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しい

ため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの報告セグメントは、家賃債務保証事業のみであり、顧客との契約から生じる収益を分解した

情報は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 2022年２月１日
至 2022年４月30日）

初回保証料 1,218,035千円

継続保証料 1,320,829千円

その他 16,199千円

顧客との契約から生じる収益 2,555,064千円

その他の収益 －千円

外部顧客への売上高 2,555,064千円

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年２月１日
至　2021年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年２月１日
至　2022年４月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 9円43銭 2円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円） 94,969 24,754

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 94,969 24,754

普通株式の期中平均株式数（株） 10,075,856 9,997,910

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 8円94銭 2円36銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 545,062 506,230

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 
 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年６月８日

株式会社Casa

取締役会　御中

 

あかり監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中田　啓

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 進藤　雄士

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Casaの

2022年２月１日から2023年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年２月１日から2022年４月30日

まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年２月１日から2022年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Casa及び連結子会社の2022年４月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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